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上 田 良 夫  追手門学院大学理工学部教授 

岡 本 美津子 東京藝術大学大学院映像研究科 教授 
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山田 真希子 量子科学技術研究開発機構 量子生命科学研究所 チームリーダー 

 

 

 

 

※ 利害関係を有する可能性のある者が評価に加わった場合には、その理由や利害関係 

の内容を明確に記載すること。 
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量子の有用性実現に向けた科学技術基盤共創プログラムの概要 

 

量
子
の
有
用
性
実
現
に
向
け
た
科
学
技
術
基
盤
共
創
プ
ロ
グ
ラ
ム

現
状
・課
題


量
子
科
学
技
術
の
発
展
や
産
業
界
等
の
多
様
な
プ
レ
イ
ヤ
ー
の
参
画
に
よ
り、
近
年
量
子
科
学
技
術
が
社
会
で
使
わ
れ
始
め
る
時
代
の
到
来
に
向
け
た
期
待
が
高
ま
って
い
る


一
方
で
様
々
な
場
面
で
量
子
技
術
が
活
用
され
る
ま
で
に
は
、例

え
ば
量
子
コン
ピ
ュー
タの
フィ
デ
リテ
ィ向
上
や
ス
ケ
ー
ラビ
リテ
ィの
確
立
等
に
向
け
て
大
き
な
課
題
が
見
え
て
き
て
お
り、

科
学
と工

学
の
連
携
な
どを
通
じ
た
基
礎
・基
盤
的
取
組
の
推
進
や
、量
子
科
学
技
術
が
優
位
性
を
持
つ
ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
の
開
拓
・実
証
とい
った
課
題
へ
の
対
応
が
必
要

事
業
内
容

②
量
子
科
学
技
術
の
ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
共
創
支
援

•
社
会
等
に
対
して
大
き
な
イ
ン
パ
クト
を
も
た
らす
と期

待
され
る
量
子
科
学
技
術

を
対
象
に
、医

療
等
の
社
会
課
題
解
決
や
物
理
、化

学
等
で
の
新
た
な
科
学
の

開
拓
とい
った
具
体
的
な
ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
の
創
出
や
そ
の
実
証
、そ
の
た
め
に
必

要
な
テ
ス
ト
ベ
ッド
機
の
研
究
開
発
等
を
支
援

•
量
子
科
学
技
術
分
野
の
人
材
とユ
ー
ザ
ー
とな
る
企
業
や
異
分
野
の
研
究
者

との
共
創
を
重
視
し、
利
用
と研

究
開
発
の
循
環
を
通
じ
て
量
子
の
有
用
性
を

示
し
量
子
が
当
た
り前

に
使
わ
れ
る
社
会
の
実
現
を
目
指
す

①
量
子
基
盤
技
術

/工
学
学
理
の
た
め
の
研
究
開
発
支
援

•
量
子
コン
ピ
ュー
タや
量
子
セ
ン
サ
が
様
々
な
場
面
で
利
活
用
され
る
た
め
に
、ス

ケ
ー
ラビ
リテ
ィや
小
型
化
等
の
技
術
課
題
解
決
に
向
け
た
工
学
的
学
理
の
構

築
や
新
た
な
要
素
技
術
の
研
究
開
発
を
支
援

•
従
来
の
量
子
科
学
技
術
の
研
究
者
に
加
え
て
、量

子
制
御
等
を
支
え
る工

学
分
野
の
研
究
者
の
参
入
を
促
進
し、
協
調
し
て
研
究
開
発
に
取
り組

め
る
環

境
を
整
備
す
る
こと
で
、量
子
に
取
り組

む
研
究
の
多
様
性
拡
大
や
人
材
供
給

基
盤
の
強
化
を
は
か
る

令
和
９
年
～
令
和

15
年
（
予
定
）

事
業
実
施
期
間

（
担
当
︓
研
究
振
興
局
基
礎
・基
盤
研
究
課
量
子
研
究
推
進
室
）

日
本
成
長
戦
略
（
令
和

8年
7月

21
日
閣
議
決
定
）

Ⅱ
-2

.(
４
）
量
子

量
子
技
術
は
、既

存
の
技
術
とは
異
な
る
原
理
で
、コ
ン
ピ

ュー
テ
ィン
グ
性
能
の
飛
躍
的
な
向
上
をも
た
らす
な
ど、
次

世
代
の
産
業
基
盤
とし
て
次
の
産
業
革
命
を
起
こし
得
る

技
術
で
あ
る
。中

長
期
的
な
視
野
に
立
った
基
礎
研
究
を

強
力
に
推
進
す
る
こと
に
加
え
、「
量
子
エコ
シ
ステ
ム
」の
構

築
に
向
け
、量

子
人
材
の
育
成
や
、量

子
技
術
の
実
装
基

盤
の
構
築
、持

続
可
能
な
資
金
循
環
と市

場
の
創
出
に

取
り組

ん
で
い
く 。


日
本
成
長
戦
略
等
も
踏
ま
え
、社
会
等
に
対
し
て
大
き
な
イ
ン
パ
ク
ト
を
も
た
ら
す
と期

待
さ
れ
る
量
子
科
学
技
術
を
実
現
す
る
た
め
に
必
要
とな
る
研
究
開
発
及
び
そ
れ
ら
を

支
え
る
人
材
育
成
や
研
究
教
育
環
境
の
整
備
を
一
体
的
に
支
援


研
究
開
発
に
お
い
て
は
、量
子
科
学
技
術
の
実
用
化
に
資
す
る
量
子
基
盤
技
術

/工
学

学
理
の
構
築
又
は
産
業
や
科
学
応
用
に
向
け
た
ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
の
創
出
・実
装
の
た
め

の
研
究
開
発
の

2領
域
を
対
象


量
子
科
学
技
術
の
専
門
性
を
有
す
る
人
材
供
給
が
社
会
実
装
の
ボ
ト
ル
ネ
ック
とな
りつ
つ
あ
り、
人
材
獲
得
の
国
際
競
争
も
激
化


昨
今
、欧

米
等
で
も
政
策
とし
て
量
子
科
学
技
術
を
発
展
さ
せ
る
た
め
の
基
盤
技
術
を
含
む
よ
り広

い
プ
レ
イ
ヤ
ー
の
巻
き
込
み
や

量
子
技
術
の
た
め
の
製
造
科
学
、人
材
育
成
に
対
す
る
支
援
を
強
化


これ
らの
動
向
を
踏
ま
え
、我

が
国
の
量
子
科
学
技
術
の
持
続
的
な
発
展
に
向
け
、工
学
分
野
や
異
分
野
の
研
究
者
、産
業
界
等
と

の
連
携
を
強
化
し
、総
力
を
上
げ
て
、基
礎
研
究
と技

術
開
発
が
循
環
す
る
環
境
を
構
築
す
る
とと
も
に
、量
子
科
学
技
術
の
実

現
・利
活
用
を
支
え
る
科
学
的
・工
学
的
基
盤
の
構
築
、新

た
な
活
用
方
法
の
開
拓
・実
証
、人

材
供
給
基
盤
の
強
化
が
必
要

開
発

持
続
的
発
展
の
た
め
の

基
盤
技
術

基
礎

量
子
科
学
技
術
の
革
新
的

利
活
用
方
法
の
開
拓

利
用

研
究

共
創
環
境

人
材
供
給
基
盤
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事前評価票 

（令和８年８月現在） 

１．課題名 量子の有用性実現に向けた科学技術基盤共創プログラム 

２．開発・事業期間   令和９年度 ～ 令和 15年度 

３．課題概要  

（１）関係する分野別研究開発プラン名と上位施策との関係  

プラン名 光・量子技術分野研究開発プラン 

プランを推進するに

あたっての大目標 

未来社会を見据えた先端基盤技術の強化（施策目標９－１） 

概要：我が国の未来社会における経済成長とイノベーションの創出、ひい

ては Society5.0の実現に向けて、幅広い分野での活用の可能性を秘める

先端計測、光・量子技術、ナノテクノロジー・材料科学技術等の共通基盤

技術の研究開発等を推進する。 

プログラム名 

量子科学技術の社会実装を支える研究開発支援プログラム 

概要：量子科学技術の社会実装に向けて必要となる量子科学技術の実用

化に資する量子工学基盤の構築又は産業や科学応用に向けたユースケー

スの創出・実装のための研究開発を支援するとともにそれらを支える専

門人材の育成や研究教育環境の整備を一体的に支援する 

上位施策 

第７期科学技術・イノベーション基本計画（令和８年３月 27 日閣議決定） 

日本成長戦略（令和８年７月 21日閣議決定） 

量子未来産業創出戦略（令和５年４月 14日統合イノベーション戦略推進

会議決定） 

量子未来社会ビジョン（令和４年４月 22日統合イノベーション戦略推進

会議決定） 

量子技術イノベーション戦略（令和２年１月 21日統合イノベーション戦

略推進会議決定） 

 

（２）目的 

幅広い成長分野に波及する先端技術である量子科学技術は、産業界等の多様なプレイヤ

ーの参画に見られるように近年社会実装に向けた期待が高まっている。一方で量子科学技

術が様々な場面で利活用されるためには科学と工学の連携などを通じた実装技術に関する

基礎・基盤的な研究開発及び量子科学技術が優位性を持つユースケースの開拓・実証、人

材育成の課題への対応が必要である。そのため本研究開発課題では、我が国の量子科学技

術の持続的な発展に向け、量子科学技術に取り組むアカデミアと産業界及び工学を含めた

異分野との関係を深化・拡大させることで、社会的・学術的な貢献が見込まれる量子科学

技術の活用に向けた研究開発や、量子科学技術の実現・利活用を支える科学的・工学的基

盤の構築を含めた研究開発を推進する。 
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（３）概要 

量子科学技術が様々な場面で利用されるためには、例えば量子コンピュータの大規模化

と品質を両立するスケーラビリティの確立や配線の複雑化への対応、周辺設備の小型化な

ど、多くの課題が存在する。こうした課題の解決には、量子科学技術の深化に加え、従来

の工学技術等との連携も促進しつつ、基礎と応用の循環を通じて、量子科学技術分野の持

続的な競争優位性獲得に向けて、最終的に勝ち得る技術を見据えた探求的研究開発や量子

科学技術のための工学的学理の構築に向けた取組を進めて行くこと必要となる。 

また、量子科学技術の活用先を開拓し量子がもたらす有用性を社会に示していくことも

重要な課題であり、科学利用も含め、将来的な需要や社会的必要性が想定される用途での

検証を可能とする取組を進めることが、量子科学技術の応用可能性を拡げ、量子が当たり

前に使われる社会につなげていくためには必要となる。 

加えて、量子科学技術の発展を支える上で、途切れることのない人材育成が不可欠であ

り、世界的にも人材獲得競争が激化する中、大学や研究機関等において量子の専門性を身

に着けた人材が育つための環境を整備・拡大していくことも重要である。 

 

そこで、社会等に対して大きなインパクトをもたらしうる量子科学技術を実現するため

に、総力を上げて量子科学技術の研究開発を推進するために異分野との連携を促進しつつ、

以下２つの研究開発に関する取組を量子科学技術の発展を支える人材育成基盤の強化及び

研究教育環境の整備と一体的に推進する。それによって、量子科学技術の裾野を拡げ、そ

の有用性を様々な場面で実現する社会に向けた発展を支えるとともに我が国の量子分野に

おける持続的な優位性確保を目指す。 

 

① 量子工学/量子基盤技術の研究開発支援 

量子コンピュータや量子センサが様々な場面で活用されるために、スケーラビリティ

や精度向上、小型化等の様々な技術課題解決のための工学的学理の構築や新たな要素

技術の研究開発を支援する。また、量子工学基盤の構築を目指し、従来の量子科学技

術の研究者に加えて、量子制御等を支える工学分野の研究者の参入を促進し、協調し

て研究開発に取り組める環境を整備することで、量子に取り組む研究の多様性拡大や

人材供給基盤の強化を図る。 

 

② 量子科学技術のユースケース共創支援 

社会等に対して大きなインパクトをもたらしうる量子科学技術を対象に、医療等の社

会課題解決や物理、化学等での新たな科学の開拓等に向けた具体的なユースケースの

創出やその実証、これらを実施するために必要なテストベッド機の開発等を支援す

る。また、ユースケースの創出・実証に当たっては、量子科学技術分野の人材とユー

ザーとなる企業や異分野の研究者との共創を重視し、利用と研究開発の循環を通じて

量子の有用性を示し量子が当たり前に使われる社会の実現を目指す 

 

プログラム全体に関連する 

アウトプット指標 

過去３年程度の状況 

令和５年 令和６年 令和７年 

論文数（報） 2,100 2,572 3,040 
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プログラム全体に関連する 

アウトカム指標 

過去３年程度の状況 

令和５年 令和６年 令和７年 

TOP10%論文数（報） 188 246 294 

共同研究契約の件数（件） 75 78 85 
 

４．各観点からの評価 

（１）必要性 

評価項目 評価基準 

科学的・技術的意義 定性的 革新性・発展性のある研究成果が創出されるか 

社会的・経済的意義 定性的 
我が国の成長や自律性の確保に貢献する研究開発成果の

創出が見込まれるか 

量子は、日本成長戦略（令和８年７月閣議決定）において、世界共通の課題解決への貢

献や日本の成長につながることへの期待、イノベーションを通じた経済成長や国際的地位

の確保につながる 17の戦略分野の一つとして選定されている。また、既存の技術とは異な

る原理で次世代の産業基盤として次の産業革命を起こしうる技術として期待されており、

その実現に向けて、中長期的視野に立った基礎研究を強力に推進することや量子エコシス

テムの構築に向け、量子人材の育成や、量子科学技術の実装基盤の構築等に取り組むこと

が必要とされている。 

また、第７期科学技術・イノベーション基本計画（令和８年３月閣議決定）では、将来

にわたって科学技術力を維持・強化するため、限られた政策資源を最大限活用する戦略的

支援を進めるべき領域のうち、量子は国家戦略技術領域に位置付けられており、将来の日

本の自律性・不可欠性の確保、将来性のある成長産業の創出を進めることを目指し、一気

通貫支援によって科学と産業を結び付け、関連する人的・物的資源を国内に確保していく

ことを目指すべきとされている。 

本事業は、量子科学技術の研究開発が進展する中で、それら技術を量子の有用性を実現

するものへと着実に発展させていくために必要な課題に対して、量子科学技術分野と実装

技術を支えるエレクトロニクスやコンピューティング、AI等の分野や量子科学技術を利用

し科学的・社会的価値創出に貢献し得る医療や化学等の異分野との共創を促進する。これ

により、基礎と応用の循環を実現し、量子科学技術の実用化に向けて必要となる新たな技

術や工学学理、ユースケースを生み出していくことを目指すことで、我が国における量子

分野の成長や裾野の拡大、自律性の確保に貢献することが期待されるものである。 

以上により、本事業は必要性が高いと評価できる。 

 

（２）有効性 

評価項目 評価基準 

新しい知の創出への

貢献 
定性的 

量子科学技術の研究及び分野横断的な研究の新たな知の

創出や技術の創出に貢献するか 

知的基盤の整備や人

材の養成への貢献 
定性的 

量子科学技術に取り組む研究者及びそれらを利用する研

究者等の養成に貢献するか 
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 本事業では、量子科学技術の持続的な競争力確保に向けて、最終的に勝ちうる技術を見

据えたうえで、量子科学技術の有用性を実現していくうえでボトルネックとなっている、

スケーラビリティや精度向上、デバイスの小型化等の実装上の課題や需要を拡大していく

ために必要なユースケースの創出・実証及びそのために必要な技術基盤の開発を推進する

ことを目的としている。そのための方法として、実装技術に対してはエレクトロニクスや

フォトニクス、コンピューティング、AI等の量子以外の分野で培われてきた工学基盤と量

子科学技術分野の連携の促進、もしくはユースケース創出に当たってはユーザーとなる企

業もしくは異分野の研究者との連携促進を図ることとしており、分野横断的な研究を通じ

た共創によって新たな工学学理の構築や新たな技術、科学的な発見、実用化に向けたアイ

デアを創出することに貢献する。 

  

量子科学技術の研究開発には希釈冷凍機等をはじめとして特殊かつ高額な設備が必要と

なり、こうした設備整備が量子科学技術に取り組む研究者数の拡大においてボトルネック

となっている。また、量子科学技術分野の人材育成においては、中高生等の若年層に量子

を知る機会を提供する等によって量子を志す人材を増やすことも重要である一方で、量子

に関心を持った人材が量子を学び研究する機会が十分に大学等において存在することも重

要である。そのため、本事業では量子科学技術に関する研究に関われる機会の拡充や異分

野の研究者との共同研究機会を積極的に創出することを盛り込んだ計画に対して、設備整

備や研究開発費等を支援することで、学生等が量子科学技術の専門性を身に着けることが

できる研究機会を増加させることを目指す。 

 

 以上により、本事業は新たな知の創出や技術に貢献するとともに量子科学技術の発展に

重要な人材育成基盤の強化に資するものであり有効性が認められる。 

 

（３）効率性 

評価項目 評価基準 

計画・実施体制の妥当

性 
定性的 

目標の達成に向け、適切かつ効率的な研究を推進するた

めの体制・環境が整備されているか 

量子科学技術の有用性実現に向けた課題等に対して、既存技術の発展の中で培われてき

た工学の知見やドメイン知識（ユーザ分野の知識）を有する研究者や企業と量子科学技術

分野の研究者が共創可能な研究開発体制を構築することは、既に発展してきた学理や技術

等からの学びや実ニーズに基づいた応用可能性及びそれらを実現するために必要な課題の

特定といった基礎と応用、利用と研究開発の循環を可能とすることから、効率的な課題解

決につながることが期待できる。また、量子科学技術の推進に当たっては希釈冷凍機等の

高価かつ特殊な設備等が必要となる中で、これら設備の導入を支援し、必要に応じて異な

る研究者からなるチーム等で共通利用できるよう整備を進めることも、量子科学技術研究

に取り組める環境を効率的に増やしていくことにつながることが期待できる。 

また、プロジェクトの推進に当たっては、有識者委員会が進捗状況や各課題の取組を一

元的に把握できる体制を構築することで、量子の有用性実現に向けて必要な取組が進めら

れているかを確認するとともに、採択課題間で協調することで相乗効果を生むための助言

を行う等によって、効率的かつ効果的な事業の推進が期待できる。 



6 
 

以上により、本事業は効率的・効果的な研究推進と、成果創出に向けた体制が構築される

と期待できる。 

５．総合評価 

（１）評価概要 

以上、社会に対して大きなインパクトをもたらしうる量子科学技術の実現を着実に推進

し、量子分野における我が国の国際競争力や優位性の維持・向上の達成に向けて、量子科

学技術の実装において不可欠な工学学理の構築や革新的な技術及び新たなユースケースの

創出・実証を進めるための共創基盤と機会を提供する。また、量子科学技術の発展を支え

るために不可欠な量子の専門性を有する人材が育つための研究機会を拡大することが可能

なプログラムともなっており、各視点に照らした評価を総合的に踏まえると、本事業を実

施することは妥当である。  

中間評価については、事業開始から４年度目となる令和 12年度に実施する。 

 

（２）科学技術・イノベーション基本計画等の上位施策への貢献見込み 

 第７期「科学技術・イノベーション基本計画」（令和８年３月閣議決定）に、量子は国家

戦略技術領域の一つとして掲げられている。また「日本成長戦略」（令和８年７月閣議決定）

でも、17の戦略分野の一つとして位置づけられている。本事業の着実な推進により、中長

期的な視野に立った基礎研究の推進や、量子人材の育成、量子科学技術の実装基盤の構築

や市場の創出に貢献する。 

 

（３）本課題の改善に向けた指摘事項 

特になし。 

 

（４）その他 

 

関係省庁と連携しつつ産学官一丸となった研究開発推進体制を構築することが必要。 

 

 




